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「
神
舟
七
号
」「
和
諧
号
」「
殲
二
〇
」

「
天
河
一
号
」。
い
ず
れ
も
、
科
学
技
術

の
発
展
に
よ
る
華
々
し
い
成
果
と
し
て

中
国
が
世
界
に
喧け

ん

伝で
ん

す
る
シ
ン
ボ
ル
で

あ
る
（
図
1
）。
こ
こ
数
年
、
同
様
の

ニ
ュ
ー
ス
が
世
界
中
の
メ
デ
ィ
ア
を
賑

わ
せ
て
い

る
が
、
こ

れ
ら
の
成

果
に
は
ほ

ぼ
例
外
な

く
、
世
界

中
か
ら
嫌

疑
の
眼
が

向
け
ら
れ

る
。「
技

術
の
盗
用

だ
」「
外

見
だ
け
の

捏
造
だ
」

「
デ
ー
タ

が
疑
わ
し

い
」
と
い

う
具
合
で

あ
る
。
本

稿
で
そ
の

真
偽
を
論
じ
る
の
は
避
け
た
い
と
思
う

が
、
確
実
に
言
え
る
の
は
、
世
界
の
世

論
が
「
中
国
の
科
学
技
術
は
そ
れ
ほ
ど

急
速
に
発
展
す
る
は
ず
が
な
い
」
と
信

じ
て
い
る
、ま
た
は
そ
う
願
っ
て
い
る
、

と
い
う
こ
と
だ
。
中
国
の
喧
伝
す
る
科

学
技
術
に
対
し
て
各
国
メ
デ
ィ
ア
が
こ

ぞ
っ
て
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
論
調
を
浴
び
せ

る
の
は
、「
そ
の
技
術
は
〝
本
物
〟
な

の
か
？
」「
中
国
は
ど
こ
ま
で
〝
真
〟

の
技
術
力
を
身
に
つ
け
た
の
か
？
」
と

い
う
点
に
世
界
中
が
注
目
し
て
い
る
こ

と
の
裏
返
し
で
も
あ
ろ
う
。

　

中
国
が
必
死
に
科
学
技
術
の
発
展
を

ア
ピ
ー
ル
す
る
背
景
に
は
、
積
極
的
に

推
進
す
る
科
学
技
術
振
興
政
策
が
あ

る
。
本
稿
で
は
、
中
国
政
府
の
科
学
技

術
振
興
政
策
を
概
観
し
つ
つ
、
そ
の
目

標
を
整
理
し
、
達
成
度
合
い
と
可
能
性

を
測
っ
て
み
た
い
。

●
科
学
技
術
重
視
の
政
策
を
継
承

　

今
年
三
月
上
旬
に
開
催
さ
れ
た
全
国

人
民
代
表
大
会
（
以
下
「
全
人
代
」
と

略
す
）
に
お
い
て
、「
第
12
次
五
カ
年

計
画
（
二
〇
一
一
～
一
五
）」（
以
下
「
十

二
五
」
と
略
す
）
が
承
認
さ
れ
、
中
国

は
新
た
な
計
画
期
間
に
入
っ
た
。
科
学

技
術
に
関
す
る
方
針
と
し
て
は
、
第
二

七
章
「
増
強
科
技
創
新
能
力
」
の
冒
頭

に
、「〝
自
主
創
新
〟〝
重
点
跨
越
〟〝
支

掌
発
展
〟〝
引
領
未
来
〟
の
方
針
を
堅

持
す
る
」
と
明
記
さ
れ
た
通
り
、
二
〇

〇
六
年
二
月
に
国
務
院
よ
り
発
表
さ
れ

た
「
国
家
中
長
期
科
学
技
術
発
展
計
画

綱
要
（
二
〇
〇
六
～
二
〇
）」（
以
下
「
綱

要
」
と
略
す
）
に
お
け
る
方
針
が
、「
第

11
次
五
カ
年
計
画（
二
〇
〇
六
～
一
〇
）」

（
以
下
「
十
一
五
」
と
略
す
）
に
引
き
続

き
継
承
さ
れ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

　

全
人
代
で
の
「
十
二
五
」
承
認
に
先

立
ち
、
一
月
に
科
学
技
術
部
か
ら
発
表

さ
れ
た
「
十
二
五
期
間
の
科
学
技
術
発

展
五
原
則
」
で
は
、
五
原
則
の
筆
頭
に

「〝
自
主
創
新
〟
方
針
の
堅
持
」
が
挙
げ

ら
れ
た
ほ
か
、「
経
済
社
会
発
展
の
原

動
力
を
〝
量
の
累
積
〟
か
ら
〝
質
の
向

上
〟
へ
移
行
す
る
」
と
い
う
方
針
も
示

さ
れ
た
。
ま
た
温
家
宝
首
相
も
、
今
次

全
人
代
初
日
に
行
わ
れ
た
「
政
府
活
動

報
告
」
演
説
に
お
い
て
、
有
人
宇
宙
飛

行
や
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
な
ど

の
成
果
を
謳
い
、〝
自
主
創
新
〟
政
策

に
よ
る
科
学
技
術
発
展
を
ア
ピ
ー
ル
し

て
い
る
。
一
方
、
反
省
点
と
し
て
一
部

の
目
標
が
達
成
で
き
な
か
っ
た
こ
と
に

触
れ
、「
科
学
技
術
創
新
能
力
は
未
だ

弱
く
産
業
構
造
が
合
理
的
で
な
い
」、

「
あ
く
ま
で
も
科
学
的
発
展
を
堅
持
し
、

（
中
略
）
自
主
創
新
を
力
強
く
推
進
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」と
述
べ
て
い
る
。

　

中
国
政
府
に
と
っ
て
、
今
年
か
ら
始

神舟7号 和諧号
「神舟」は、92年に開始された宇宙船プロ
ジェクトで、99年に「神舟1号」が軌道飛
行に成功。
03年10月に打ち上げられた「神舟5号」で
はソ連、アメリカに次いで世界で3番目に
有人宇宙飛行に成功するとともに、有人
宇宙飛行の最長時間を記録した。「神舟7
号」では宇宙遊泳の映像が公開されたが、
「水中で撮影した捏造だ」との疑惑が持た
れている。

「和諧号」は、2007年1月に運営を開始し
た中国の高速鉄道の愛称。「和諧」は「調和」
という意味。
営業走行時速350キロ営業路線総延長
7531キロは、現在世界一。川崎重工やシー
メンス等から技術供与を受けて生産され
たが、中国政府は「独自開発」を主張して
いる。

殲20 天河1号
中国が独自開発したとされる第五世代ス
テルス戦闘機。
2011年初、ネットでの画像公開を皮切り
に世界中で物議を醸し出した。世界の軍
事力バランスに大きな影響を与えるとの
脅威論がある一方、「アメリカの「F22」の
模倣」や、「ステルス機の外観をもつ殻」な
どと国際世論の批判を浴びている。

湖南省の国防科学技術大学により開発さ
れたスーパーコンピューター。
2009年11月に公開され、2010年にはアメ
リカ製や日本製を抜き、計算速度世界一
を記録した。カタログ性能に対する実効
性能の比率はかなり低く、「単に数多くの
CPUを繋げただけ」との批判もある。

図1　中国が喧伝する科学技術成果

（出所）各種報道を元に筆者作成。
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ま
る「
十
二
五
」期
間
に
お
い
て
も
、〝
自

主
創
新
〟
を
柱
と
す
る
科
学
技
術
振
興

が
最
重
要
課
題
の
ひ
と
つ
で
あ
る
こ
と

は
確
実
で
あ
る
。

●〝
自
主
創
新
〟
と
は
？

　
〝
自
主
創
新
〟
と
い
う
キ
ー
ワ
ー
ド

は
、
二
〇
〇
六
年
一
月
の
全
国
科
学
技

術
大
会
に
お
い
て
胡
錦
涛
国
家
主
席
が

「
自
主
創
新
路
線
を
貫
き
、
創
新
型
国

家
を
建
設
す
る
」
と
発
言
し
た
の
を
皮

切
り
に
、同
年
二
月
に
発
表
さ
れ
た「
綱

要
」
に
お
い
て
初
め
て
国
家
の
重
要
方

針
と
し
て
打
ち
出
さ
れ
た
。〝
自
主
創

新
〟
は
通
常
〟Indigenous Innova-

tion

〟と
英
訳
さ
れ
る
。
そ
こ
に
は
、〝
中

国
固
有
の
〟
ま
た
は
〝
中
国
産
の
〟
と

い
う
意
味
が
込
め
ら
れ
、
外
資
企
業
で

な
く
国
内
企
業
に
よ
る
技
術
革
新
で
あ

る
こ
と
が
前
提
と
な
っ
て
い
る
。

　

そ
も
そ
も
中
国
で
は
、
一
九
五
六
年

の
毛
沢
東
に
よ
る
「
科
学
技
術
へ
向
け

た
進
軍
」
と
い
う
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
始
ま

り
、鄧
小
平
時
代
の「
四
つ
の
近
代
化
」、

江
沢
民
時
代
の
「
科
教
興
国
」
政
策
と
、

科
学
技
術
振
興
を
国
家
建
設
の
主
柱
と

し
て
位
置
付
け
る
政
策
が
継
承
さ
れ
て

き
た
。
そ
れ
ら
一
連
の
政
策
で
は
、
海

外
の
先
進
技
術
の
導
入
が
主
要
命
題
で

あ
っ
た
が
、
二
〇
〇
六
年
以
降
の
〝
自

主
創
新
〟
政
策
で
は
、
そ
の
方
針
が
転

換
さ
れ
た
。

●
な
ぜ
〝
自
主
創
新
〟
な
の
か
？

　
「
綱
要
」
で
は
、
序
言
か
ら
「
我
が

国
の
自
主
創
新
能
力
は
弱
く
、
企
業
の

競
争
力
も
弱
い
」、「
革
新
技
術
に
関
す

る
自
主
開
発
の
割
合
が
低
く
発
明
特
許

が
少
な
い
」
な
ど
、
通
常
見
ら
れ
る
自

己
賛
美
も
ほ
と
ん
ど
無
い
ま
ま
反
省
点

が
並
べ
ら
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、「
技
術

の
消
化
、
吸
収
お
よ
び
再
創
新
を
重
視

す
る
こ
と
な
く
技
術
導
入
の
み
を
行
う

こ
と
は
、
自
主
的
な
研
究
開
発
の
能
力

を
弱
め
、
世
界
の
先
進
レ
ベ
ル
と
の
差

を
拡
大
さ
せ
る
結
果
と
な
る
」
と
述
べ

ら
れ
、
技
術
導
入
を
主
眼
と
し
た
政
策

が
限
界
に
来
て
い
る
こ
と
を
明
確
に
認

識
し
た
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。
自
国

の
状
況
に
対
す
る
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
表
現

は
、〝
自
主
創
新
〟
を
喫
緊
の
課
題
と

捉
え
て
い
る
こ
と
の
現
れ
で
も
あ
ろ
う
。

　

中
国
商
務
部
の
統
計
に
よ
れ
ば
、
こ

こ
数
年
、
中
国
が
外
国
に
対
し
技
術
導

入
の
対
価
と
し
て
支
払
っ
て
い
る
総
額

（
ラ
イ
セ
ン
ス
料
や
技
術
コ
ン
サ
ル
費

な
ど
）
は
毎
年
二
五
〇
億
米
ド
ル
を
超

え
る
。
一
方
、
受
取
り
額
の
統
計
は
な

く
総
額
の
把
握
は
で
き
な
い
が
、
例
え

ば
二
〇
〇
九
年
の
日
本
の
対
中
技
術
貿

易
収
支
は
、
技
術
輸
出
額
が
二
七
八
九

億
四
八
〇
〇
万
円
に
対
し
て
技
術
輸
入

額
が
四
二
億
七
六
〇
〇
万
円
で
あ
り

（「
平
成
二
一
年
科
学
技
術
研
究
調
査
」

総
務
省
統
計
局
）、
中
国
側
が
得
る
収

入
は
微
々
た
る
も
の
で
あ
る
。
中
国
は

明
ら
か
に
高
額
な
ラ
イ
セ
ン
ス
料
を
先

進
諸
国
に
支
払
っ
て
技
術
を
輸
入
す
る

技
術
貿
易
赤
字
体
質
で
あ
り
、
そ
の
状

況
を
政
府
が
冷
静
に
認
識
し
て
い
る
か

ら
こ
そ
〝
自
主
創
新
〟
政
策
が
打
ち
出

さ
れ
た
の
で
あ
ろ
う
。

　
「
知
的
財
産
」
が
「
権
利
」
で
あ
る

と
い
う
認
識
は
、
近
年
ま
で
中
国
で
は

極
め
て
薄
い
も
の
で
あ
っ
た
。
海
外
か

ら
の
技
術
導
入
政
策
は
、
先
進
諸
国
の

進
ん
だ
〝
権
利
意
識
〟
に
よ
っ
て
思
う

と
お
り
に
進
ま
ず
、
さ
ら
に
技
術
を
使

う
た
め
に
高
い
ラ
イ
セ
ン
ス
料
を
払
い

続
け
る
と
い
う
ジ
レ
ン
マ
を
も
た
ら
し

た
。
長
ら
く「
権
利
を
守
る
」と
か「
権

利
を
侵
す
」
と
い
う
意
識
を
持
た
な

か
っ
た
中
国
が
、
海
外
か
ら
技
術
を
導

入
し
よ
う
と
す
る
や
、突
然
「
侵
害
だ
」

「
使
う
な
ら
使
用
料
を
払
え
」
と
言
わ

れ
た
の
で
あ
る
。
自
国
産
業
が
自
ら
最

先
端
の
技
術
を
会
得
し
、
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
を
達
成
す
る
こ
と
が
、
先
進
諸

国
に
肩
を
並
べ
る
必
須
条
件
で
あ
る
こ

と
を
痛
感
し
た
に
違
い
な
い
。

●�

研
究
開
発
費
に
関
す
る
目
標

　
「
綱
要
」
や
「
五
カ
年
計
画
」
に
お

い
て
、
科
学
技
術
に
関
す
る
具
体
的
数

値
目
標
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
い
る
の

が
、Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
研
究
開
発
費（
Ｒ

＆
Ｄ
費
）
の
割
合
で
あ
る
。「
綱
要
」

で
は
、「
二
〇
二
〇
年
ま
で
に
二
・
五
％

以
上
」
を
達
成
、そ
の
過
程
と
し
て
「
十

一
五
」
で
は
「
二
〇
一
〇
年
ま
で
に
二
・

〇
％
以
上
」、「
十
二
五
」
で
は
「
二
〇

一
五
年
ま
で
に
二
・
二
％
以
上
」
を
、

そ
れ
ぞ
れ
達
成
す
る
と
の
目
標
が
掲
げ

ら
れ
た
（
表
1
）。

　

Ｒ
＆
Ｄ
費
は
、
当
該
国
の
政
府
、
民

間
企
業
、
大
学
・
研
究
機
関
が
、「
基

礎
研
究
」「
応
用
研
究
」
お
よ
び
「
開

発
研
究
」
を
実
施
す
る
に
あ
た
っ
て
支

出
す
る
費
用
の
総
額
で
あ
る
。
人
件
費

や
原
料
費
、
有

形
・
無
形
資
産

の
取
得
費
な
ど

が
含
ま
れ
、
海

外
か
ら
獲
得
し

た
資
金
で
あ
っ

て
も
当
該
国
内

で
支
出
さ
れ
れ

ば
当
該
国
に
カ

ウ
ン
ト
す
る
。

「
Ｒ
＆
Ｄ
費
」

は
、
産
官
学
問

わ
ず
当
該
国
が

国
全
体
と
し
て

支
出
し
た
研
究

表1　R＆D費の対GDP比に関する目標と実績
計画 目標 実績

国家中長期科学技術発展計画綱要（2006-2020）2020年に2.5％以上 －

第十次五ヶ年計画（2001-2005） 2005年に1.5％以上 1.3％

第十一次五ヶ年計画（2006-2010） 2010年に2.0％以上 1.75％

第十二次五ヶ年計画（2011-2015） 2015年に2.2％以上 －

（各種政府発表文書より筆者作成）
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開
発
に
関
わ
る
全
て
の
支
出
と
い
う
こ

と
に
な
る
。

　

中
国
国
家
統
計
局
の
発
表
に
よ
れ

ば
、
日
本
を
抜
い
て
世
界
第
二
位
と

な
っ
た
二
〇
一
〇
年
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
三
九

兆
七
九
八
三
億
元
、
Ｒ
＆
Ｄ
支
出
は
六

九
八
〇
億
元
で
あ
り
、
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は

一
・
七
五
％
に
と
ど
ま
っ
た
（
表
2
）。

「
十
一
五
」
に
お
け
る
「
二
・
〇
％
以
上
」

と
い
う
目
標
を
達
成
で
き
な
か
っ
た
こ

と
は
、
今
次
全
人
代
に
お
け
る
温
家
宝

首
相
の
「
政
府
活
動
報
告
」
で
も
触
れ

ら
れ
た
。

　

日
本
を
見
て
み
る
と
、
二
〇
〇
九
年

の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
名
目
値
）
四
七
〇
兆
円
に

対
し
て
Ｒ
＆
Ｄ
費
が
一
七
兆
二
〇
〇
〇

億
円
、対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
三
・
六
％
と
な
っ

て
い
る
。
ま
た
ア
メ
リ
カ
は
、
二
〇
〇

七
年
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
名
目
値
）
一
四
兆
一

〇
八
億
ド
ル
に
対
し
Ｒ
＆
Ｄ
費
が
三
六

八
八
億
ド
ル
、
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
二
・
六

八
％
で
あ
る
。
そ
の
他
の
先
進
国
は
お

よ
そ
二
・
〇
％
前
後
の
数
値
と
な
っ
て

お
り（
表
3
）、中
国
の
掲
げ
る
二
・
五
％

と
い
う
目
標
は
、
世
界
最
高
水
準
を
目

指
す
も
の
と
言
え
る
。

　

中
国
で
は
「
改
革
開
放
」
政
策
に
よ

る
科
学
技
術
計
画
が
開
始
さ
れ
た
一
九

七
〇
年
代
後
半
よ
り
、
多
く
の
国
家
給

付
型
科
学
技
術
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
実
施

さ
れ
た
。
特
に
、
科
学
技
術
体
制
改
革

が
叫
ば
れ
た
八
六
年
以
降
、「
ハ
イ
テ

ク
発
展
計
画
（
八
六
三
計
画
）」「
国
家

自
然
科
学
基
金
重
大
研
究
計
画
」「
国

家
ソ
フ
ト
科
学
研
究
計
画
」「
国
家
重

点
基
礎
研
究
発
展
計
画
（
九
七
三
計

画
）」
な
ど
、
毎
年
の
よ
う
に
国
家
予

算
を
投
入
す
る
政
策
が
開
始
さ
れ
た
。

そ
の
多
く
が
現
在
も
継
続
さ
れ
、
Ｒ
＆

Ｄ
費
の
増
加
要
因
と
な
っ
て
き
た
。

　

二
・
五
％
と
い
う
目
標
が
打
ち
出
さ

れ
た
二
〇
〇
六
年
か
ら
は
、
国
家
発
展

改
革
委
員
会
に
よ
る
「
国
家
ハ
イ
テ
ク

産
業
発
展
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」、
財
政
部

に
よ
る
「
技
術
革
新
関
連
企
業
所
得
税

優
遇
政
策
」、
国
家
開
発
銀
行
と
科
学

技
術
部
に
よ
る
「
ハ
イ
テ
ク
分
野
ソ
フ

ト
ロ
ー
ン
」
な
ど
が
開
始
さ
れ
、
国
を

挙
げ
て
の
科
学
技
術
振
興
が
加
速
し

た
。
ま
た
、
二
〇
〇
八
年
一
一
月
に
景

気
刺
激
策
と
し
て
実
施
さ
れ
た
総
額
四

兆
元
の
公
共
投
資
で
は
、「
自
主
創
新
・

産
業
構
造
調
整
予
算
」
と
し
て
当
初
割

り
当
て
ら
れ
た
一
六
〇
〇
億
元
は
、
翌

二
月
に
三
七
〇
〇
億
元
へ
増
額
さ
れ

た
。

　

ア
メ
リ
カ
の
民
間
シ
ン
ク
タ
ン
ク

（
バ
ト
ル
記
念
研
究
所
）
の
試
算
で
は
、

二
〇
一
〇
年
の
中
国
の
Ｒ
＆
Ｄ
費
総
額

は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
と
同
様
に
日
本
を
抜
い
て

世
界
第
二
位
と
な
る
こ
と
が
確
実
視
さ

れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
二
〇
二
〇
年
に

二
・
五
％
を
達
成
し
た
場
合
の
中
国
の

Ｒ
＆
Ｄ
費
を
試
算
す
る
と
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は

「
十
二
五
」
目
標
の
七
％
成
長
を
続
け

た
と
仮
定
し
て
約
一
兆
一
五
六
〇
億
米

ド
ル
、
そ
の
二
・
五
％
は
約
二
九
〇
〇

億
米
ド
ル
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
日
本

の
Ｒ
＆
Ｄ
費
の
平
均
的
な
伸
び
率
お
よ

び
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
予
測
を
考
慮
し
て
も
、

二
〇
二
〇
年
の
Ｒ
＆
Ｄ
費
は
二
〇
〇
〇

億
米
ド
ル
前
後
と
見
込
ま
れ
、
総
額
と

し
て
中
国
の
世
界
第
二
位
の
地
位
は
揺

る
ぎ
な
い
も
の
と
な
る
だ
ろ
う
。

　

た
だ
し
、
Ｒ
＆
Ｄ
費
支
出
の
増
加
が

科
学
技
術
水
準
の
向
上
に
直
結
す
る
わ

け
で
は
な
い
。
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
生

み
出
す
に
は
充
実
し
た
「
基
礎
研
究
」

が
必
要
と
な
る
が
、
Ｒ
＆
Ｄ
費
に
占
め

る
基
礎
研
究
の
割
合
は
、
日
本
一
三
・

九
％
、
ア
メ
リ
カ
一
八
・
五
％
に
対
し

て
中
国
は
わ
ず
か
五
・
二
％
で
あ
る
（
二

〇
〇
八
年
）。
ま
た
、
Ｒ
＆
Ｄ
支
出
主

体
の
内
訳
を
見
て
も
、
先
進
諸
国
と
比

し
て
政
府
支
出
が
大
き
く
大
学
・
研
究

機
関
の
支
出
が
極
端
に
小
さ
い
の
が
中

国
の
特
徴
で
あ
る
。
大
学
・
研
究
機
関

の
支
出
の
低
さ
は
、
基
礎
研
究
の
不
十

分
さ
を
表
す
。
中
国
の
科
学
技
術
研
究

に
お
い
て
は
、
基
礎
研
究
が
生
み
出
す

要
素
技
術
や
必
要
と
な
る
設
備
装
置
は

い
ま
だ
に
海
外
に
依
る
部
分
が
大
き

く
、〝
自
主
創
新
〟
の
達
成
に
は
Ｒ
＆
Ｄ

支
出
の
質
的
な
改
善
が
求
め
ら
れ
る
。

●
発
明
特
許
に
関
す
る
目
標

　

Ｒ
＆
Ｄ
費
支
出
の
ほ
か
、
特
許
に
関

対GDP比（左軸）
R＆D費
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表2　中国におけるR＆D費の対GDP比の推移

（出所）「中国統計年鑑」（国家統計局）より筆者作成。

20072006200520042003200220012000

4.00

3.50

3.00

2.50

2.00

1.50

1.00

0.50

0.00

アメリカ
日本
中国
ドイツ
フランス
韓国
イギリス
インド
カナダ
ロシア

（％）
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す
る
数
値
目
標
も
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。

「
綱
要
」
で
は
「
二
〇
二
〇
年
ま
で
に

発
明
特
許
件
数
で
世
界
五
位
以
内
」
を

掲
げ
、ま
た
「
十
二
五
」
に
お
い
て
は
、

「
発
明
特
許
の
年
間
出
願
受
理
件
数
を

「
十
一
五
」
最
終
年
か
ら
倍
増
さ
せ
七

五
万
件
」、「
人
口
一
万
人
当
た
り
の
発

明
特
許
保
有
件
数
を
「
十
一
五
」
期
末

の
一
・
七
件
か
ら
三
・
三
件
」
と
の
目

標
が
示
さ
れ
て
い
る
。

　

世
界
五
位
以
内
と
い
う
目
標
が
掲
げ

ら
れ
た
「
発
明
特
許
件
数
」
に
つ
い
て

は
、
具
体
的
に
ど
の
数
値
を
用
い
た
比

較
を
想
定
し
て
い
る
の
か
不
明
だ
が
、

国
家
と
し
て
の
科
学
技
術
力
と
い

う
視
点
か
ら
、「
出
願
人
国
籍
別

特
許
登
録
件
数
」
を
見
て
み
た
い

（
表
4
）。
単
年
で
は
、
中
国
は
二

〇
〇
九
年
で
既
に
日
本
、
ア
メ
リ

カ
に
次
ぐ
第
三
位
と
な
っ
て
い
る

が
、
あ
る
時
点
に
お
け
る
有
効
特

許
保
有
件
数
を
比
較
す
る
場
合
、

権
利
保
護
期
間
二
〇
年
間
の
累
計

か
ら
期
間
中
の
失
効
分
を
除
い
た

数
値
を
見
る
必
要
が
あ
る
。
推
計

値
で
は
二
〇
〇
九
年
末
時
点
で
全

世
界
に
お
け
る
中
国
国
籍
の
有
効

特
許
保
有
件
数
は
約
二
六
万
件
で

世
界
七
位
、
伸
び
率
を
考
慮
す
れ

ば
二
〇
二
〇
年
ま
で
に
世
界
五
位

以
内
を
達
成
す
る
可
能
性
は
高
い
。

　

つ
ぎ
に
、「
発
明
特
許
の
年
間
出
願

受
理
件
数
」
だ
が
、
こ
ち
ら
も
「
中
国

発
明
特
許
出
願
受
理
件
数
の
推
移
」（
表

5
）
の
通
り
、
過
去
数
年
間
の
増
加
率

を
考
え
れ
ば
、
二
〇
一
五
年
に
七
五
万

件
を
達
成
す
る
の
は
難
し
く
な
い
と
思

わ
れ
る
。「
人
口
一
万
人
当
た
り
の
発

明
特
許
保
有
件
数
」
に
つ
い
て
は
、
二

〇
一
五
年
の
中
国
国
内
出
願
に
よ
る
有

効
特
許
保
有
件
数
を
、
現
在
の
保
有
数

を
基
準
に
今
後
五
年
間
の
登
録
数
と
失

効
数
か
ら
推
計
す
る
と
お
よ
そ
五
〇
万

件
、
二
〇
一
五
年
の
中
国
の
人
口
は
国

連
の
中
位
予
測
値
に
よ
れ
ば
一
三
億
一

二
二
五
万
人
で
あ
り
、
一
万
人
あ
た
り

の
発
明
特
許
保
有
件
数
は
三
・
八
件
と

な
る
。
粗
い
推
計
で
は
あ
る
が
、
い
ず

れ
の
目
標
も
達
成
可
能
な
数
値
と
言
え

る
。
中
国
の
科
学
技
術
水
準
が
、
数
値

の
上
で
は
国
際
的
な
最
先
端
の
水
準
に

近
づ
く
こ
と
に
な
る
。

　

二
〇
〇
八
年
、
広
東
省
深
圳
市
の
通

信
機
器
メ
ー
カ
ー
華
為（H

uaw
ei

）が
、

Ｐ
Ｃ
Ｔ
国
際
出
願

⑴

の
企
業
別
出
願
件

数
ラ
ン
キ
ン
グ
で
第
一
位
と
な
り
世
界

を
驚
か
せ
た
。
二
〇
一
〇
年
に
は
同
じ

く
深
圳
市
の
通
信
機
器
メ
ー
カ
ー
中
興

通
訊
（
Ｚ
Ｔ
Ｅ
）
が
前
年
の
二
〇
位
か

ら
一
気
に
第
二
位
に
ラ
ン
キ
ン
グ
さ
れ

た
（
表
6
）。
こ
の
Ｐ
Ｃ
Ｔ
国
際
出
願

に
つ
い
て
は
、
近
年
中
国
か
ら
の
出
願

が
急
増
し
て
い
る
。
世
界
知
的
財
産
権

機
関
（
Ｗ
Ｉ
Ｐ
Ｏ
）
の
統
計
に
よ
れ
ば
、

中
国
か
ら
の
Ｐ
Ｃ
Ｔ
国
際
出
願
は
二
〇

一
〇
年
、
前
年
比
五
六
・
二
％
増
加
し

国
別
で
四
位
と
な
っ
た
（
表
7
）。

表6　PCT国際特許出願件数企業別ランキングの推移
順位 2006 2007 2008 2009 2010
1 フィリップス（蘭） パナソニック（日） 華為（中） パナソニック（日） パナソニック（日）

2 パナソニック（日） フィリップス（蘭） パナソニック（日） 華為（中） ZTE（中）

3 シーメンス（独） シーメンス（独） フィリップス（蘭） ボッシュ（独） クアルコム（米）

4 ノキア（フィン） 華為（中） トヨタ（日） フィリップス（蘭） 華為（中）

5 ボッシュ（独） ボッシュ（独） ボッシュ（独） クアルコム（米） フィリップス（蘭）

6 3M（米） トヨタ（日） シーメンス（独） エリクソン（瑞） ボッシュ（独）

7 BASF（独） クアルコム（米） ノキア（フィン） LG電子（韓） LG電子（韓）

8 トヨタ（日） マイクロソフト（米） LG電子（韓） NEC（日） シャープ（日）

9 インテル（米） モトローラ（米） エリクソン（瑞） トヨタ（日） エリクソン（瑞）

10 モトローラ（米） ノキア（フィン） 富士通（日） シャープ（日） NEC（日）

（出所）WIPO PCT Yearly Reviewより筆者作成。
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こ
の
背
景
に
も
中
国
政
府
の
支
援
策

が
あ
る
。
二
〇
〇
九
年
に
「
国
際
特
許

出
願
に
向
け
た
特
別
援
助
資
金
管
理
暫

定
弁
法
」に
基
づ
き
特
別
資
金
を
設
立
、

同
資
金
に
よ
る
中
小
企
業
へ
の
支
援
総

額
は
〇
九
年
通
年
で
五
〇
〇
〇
万
元
に

達
し
た
。

　

し
か
し
、
出
願
件
数
の
多
さ
が
必
ず

し
も
技
術
力
の
高
さ
を
示
す
と
は
言
え

な
い
。
先
進
国
で
は
登
録
さ
れ
た
特
許

の
う
ち
一
〇
年
以
上
維
持
さ
れ
る
権
利

は
八
〇
％
を
超
え
る
が
、
中
国
で
は
四

四
％
に
す
ぎ
な
い
。
こ
れ
は
、
他
者
か

ら
の
無
効
審
判
に
耐
え
ら
れ
な
い
、
権

利
維
持
が
求
め
ら
れ
る
重
要
特
許
が
少

な
い
こ
と
な
ど
が
要
因
と
さ
れ
、
中
国

の
特
許
の
質
の
低
さ
が
指
摘
さ
れ
る
。

特
許
を
取
得
し
た
技
術
が
商
品
に
使
わ

れ
る
実
用
化
率
も
低
く
、
こ
れ
が
本
稿

の
冒
頭
で
触
れ
た
「〝
量
の
累
積
〟
か

ら
〝
質
の
向
上
〟
へ
」
と
い
う
政
府
方

針
の
背
景
と
な
っ
て
い
る
。

●
国
際
標
準
化
へ
の
取
り
組
み

　

中
国
政
府
が
〝
自
主
創
新
〟
政
策
に

よ
っ
て
目
指
す
目
標
の
ひ
と
つ
が
、
中

国
発
技
術
の
国
際
標
準
化
で
あ
る
。
自

国
産
業
が
〝
自
主
創
新
〟
を
達
成
し
、

最
先
端
技
術
を
獲
得
し
て
も
、
国
際
標

準
技
術
を
全
て
海
外
に
押
さ
え
ら
れ
て

い
れ
ば
、
高
額
な
ラ
イ
セ
ン
ス
料
を
支

払
う
構
図
に
変
わ
り
は
な
い
。例
え
ば
、

携
帯
電
話
に
利
用
さ
れ
る
通
信
技
術
の

特
許
権
を
全
く
持
た
な
か
っ
た
中
国

は
、
携
帯
電
話
の
爆
発
的
普
及
に
よ
り

第
一
世
代
（
１
Ｇ
）、第
二
世
代
（
２
Ｇ
）

の
通
信
技
術
の
た
め
に
海
外
へ
支
払
っ

た
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
が
総
計
一
〇
兆
円
を

超
え
る
と
も
言
わ
れ
て
い
る
。

　

二
〇
〇
七
年
三
月
、
中
国
国
家
標
準

化
管
理
委
員
会
よ
り
「
十
一
五
に
お
け

る
標
準
化
発
展
計
画
」
が
発
表
さ
れ
、

国
際
標
準
化
へ
の
戦
略
が
示
さ
れ
た
。

同
時
に
、国
際
標
準
化
機
構
（
Ｉ
Ｓ
Ｏ
）

や
国
際
電
気
標
準
会
議
（
Ｉ
Ｅ
Ｃ
）
な

ど
関
連
機
関
へ
人
員
を
派
遣
し
重
要
ポ

ス
ト
を
得
る
な
ど
、
中
国
政
府
は
自
国

技
術
の
国
際
標
準
化
へ
向
け
た
活
動
を

活
発
化
さ
せ
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
中
国
は
、
Ｉ
Ｔ
通
信
技
術

や
記
録
媒
体
分
野
な
ど
を
中
心
に
国
際

標
準
化
を
目
指
し
て
き
た
。
国
際
電
信

連
盟
（
Ｉ
Ｔ
Ｕ
）
へ
の
企
画
提
案
数
は
、

二
〇
〇
三
年
は
四
七
件
だ
っ
た
が
、
二

〇
〇
六
年
に
は
五
九
四
件
ま
で
激
増
し

て
い
る
。
次
世
代
Ｄ
Ｖ
Ｄ
規
格
で
あ
る

「
Ｅ
Ｖ
Ｄ
」
な
ど
に
象
徴
さ
れ
る
よ
う

に
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
は
失
敗
に
終
わ
っ

て
き
た
が
、
最
近
で
は
、
こ
れ
ま
で
の

〝
な
し
の
つ
ぶ
て
〟
の
状
況
に
変
化
の

兆
し
が
見
え
始
め
て
い
る
。

　

国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
開
発
さ

れ
た
第
三
世
代
（
３
Ｇ
）
携
帯
電
話
規

格
「
Ｔ
Ｄ
―
Ｓ
Ｃ
Ｄ
Ｍ
Ａ
」
は
、
二
〇

〇
〇
年
に
Ｉ
Ｔ
Ｕ
よ
り
三
大
主
流
方
式

に
認
定
さ
れ
、
二
〇
〇
八
年
に
商
用
化

さ
れ
た
。
こ
れ
は
Ｉ
Ｓ
Ｏ
国
際
規
格
に

認
定
さ
れ
る
に
至
ら
な
か
っ
た
が
、
後

継
技
術
と
し
て
開
発
中
で
あ
る
第
四
世

代
（
４
Ｇ
）
規
格
の
「
Ｔ
Ｄ
―
Ｌ
Ｔ
Ｅ

―
Ａ
ｄ
ｖ
ａ
ｎ
ｃ
ｅ
ｄ
」
は
、
近
い
将

来
国
際
規
格
の
認
可
が
得
ら
れ
る
見
込

み
で
あ
る
。
ま
た
、
中
国
独
自
開
発
の

無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
暗
号
化
技
術
で
あ
る
「
Ｗ

Ａ
Ｐ
Ｉ
」
は
、
〇
三
年
に
Ｉ
Ｓ
Ｏ
／
Ｉ

Ｅ
Ｃ
か
ら
国
際
規
格
へ
の
申
請
資
格
が

拒
否
さ
れ
た
が
、
イ
ン
テ
ル
社
の
対
中

国
戦
略
の
転
換
な
ど
か
ら
国
際
世
論
が

軟
化
し
、
〇
九
年
六
月
に
申
請
資
格
が

認
め
ら
れ
た
。

　

前
記
の
他
に
も
、
デ
ジ
タ
ル
家
電
通

信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
で
あ
る

「
Ｉ
Ｇ
Ｒ
Ｓ
」、
デ
ジ
タ
ル
画
像
音
声
圧

縮
技
術
の
「
Ａ
Ｖ
Ｓ
」
な
ど
、
国
際
規

格
と
し
て
認
め
ら
れ
る
事
例
も
見
ら
れ

始
め
た
。
近
年
、
国
際
規
格
認
定
に
あ

た
っ
て
は
、
そ
の
技
術
が
開
発
さ
れ
た

地
点
の
み
な
ら
ず
、
そ
の
技
術
を
用
い

た
商
品
の
製
造
地
や
消
費
地
も
考
慮
さ

れ
る
風
潮
が
見
ら
れ
つ
つ
あ
る
。
世
界

の
工
場
と
言
わ
れ
、
巨
大
な
市
場
を
抱

え
る
中
国
の
発
言
権
は
大
き
く
な
る
こ

と
が
予
想
さ
れ
、
今
後
中
国
発
の
技
術

が
国
際
標
準
規
格
と
な
る
可
能
性
は
十

分
に
あ
る
。

●
保
護
主
義
へ
の
懸
念

　

中
国
の
〝
自
主
創
新
〟
政
策
に
お
い

て
は
、
自
国
産
業
の
極
端
な
保
護
主
義

へ
の
懸
念
も
指
摘
さ
れ
る
。

　

二
〇
一
〇
年
一
月
に
意
見
募
集
稿
と

し
て
公
布
さ
れ
た
「
中
国
政
府
調
達
法

実
施
条
例
」
で
は
、
優
先
調
達
や
強
制

調
達
な
ど
に
よ
り
独
自
開
発
製
品
の
支

持
と
保
護
を
図
る
（
第
九
条
）
た
め
、

調
達
に
あ
た
っ
て
は
政
府
財
政
部
門
の

認
可
が
必
要
（
第
一
一
条
）
と
さ
れ
た
。

仮
に
こ
れ
ら
の
規
定
が
正
式
に
同
条
例

に
盛
り
込
ま
れ
た
場
合
、
外
資
系
企
業
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表7　PCT国際特許出願件数の推移
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の
製
品
が
政
府
調
達
か
ら
排
除
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
か
ね
な
い
と
し
て
、
諸
外

国
か
ら
大
き
な
反
発
を
呼
ん
だ
。

　

遡
れ
ば
、「
綱
要
」
が
発
表
さ
れ
た

二
〇
〇
六
年
、「
国
家
自
主
創
新
製
品

認
定
管
理
規
則
」
に
お
い
て
政
府
予
算

に
よ
る
調
達
の
際
は
、
自
主
創
新
製
品

を
優
先
的
に
調
達
す
べ
き
こ
と
が
定
め

ら
れ
て
以
降
、
数
々
の
関
連
す
る
規
則

が
定
め
ら
れ
た
。二
〇
〇
八
年
頃
よ
り
、

上
海
市
や
江
蘇
省
、
広
東
省
な
ど
で
は

独
自
の
「
政
府
購
買
自
主
創
新
製
品
リ

ス
ト
」
が
次
々
に
発
表
さ
れ
、
各
地
方

政
府
は
〝
自
主
創
新
〟
を
謳
い
文
句
に

地
元
企
業
の
優
遇
策
を
打
ち
出
し
て
い

た
が
、
二
〇
〇
九
年
一
〇
月
の
「
国
家

自
主
創
新
製
品
認
定
の
展
開
に
関
す
る

通
知
」
な
ら
び
に
前
述
の
「
条
例
（
意

見
募
集
稿
）」
の
公
布
に
よ
り
、
国
家

レ
ベ
ル
で
の
自
国
企
業
優
遇
政
策
が
明

ら
か
に
な
っ
た
。
特
に
、
二
〇
〇
八
年

末
か
ら
景
気
刺
激
策
と
し
て
実
施
さ
れ

た
総
額
四
兆
元
の
公
共
投
資
に
お
い

て
、
自
国
製
品
を
優
先
調
達
す
べ
き
と

す
る
い
わ
ゆ
る
〝
バ
イ
・
チ
ャ
イ
ナ
政

策
〟
が
示
さ
れ
る
と
、
外
国
の
政
府
や

業
界
団
体
は
強
い
懸
念
を
表
明
、
こ

ぞ
っ
て
同
政
策
の
見
直
し
を
求
め
る
書

簡
を
中
国
政
府
に
提
出
し
た
。

　

二
〇
一
〇
年
に
実
施
さ
れ
た
在
中
国

ア
メ
リ
カ
商
工
会
議
所
メ
ン
バ
ー
企
業

の
調
査
で
は
、「
中
国
の
自
主
創
新
政

策
が
将
来
自
社
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
」

と
す
る
メ
ン
バ
ー
企
業
は
四
三
％
に
も

達
す
る
。〝
自
主
創
新
〟
に
名
を
借
り

た
過
度
な
自
国
産
業
保
護
、
外
国
企
業

の
締
め
出
し
に
は
今
後
も
留
意
が
必
要

で
あ
り
、
必
要
に
応
じ
て
是
正
を
求
め

て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。

●
お
わ
り
に

　

三
農
問
題
、
医
療
・
教
育
・
社
会
保

障
の
問
題
、
雇
用
・
格
差
の
問
題
、
環

境
問
題
な
ど
、
現
在
抱
え
て
い
る
諸
問

題
を
、
科
学
技
術
の
発
展
す
な
わ
ち
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
っ
て
克
服
し
て
ゆ

こ
う
と
い
う
の
が
中
国
政
府
の
方
針
で

あ
る
。
ま
た
、
外
資
依
存
型
経
済
か
ら

の
脱
却
と
い
う
産
業
構
造
改
変
を
実
現

す
る
た
め
に
は
、〝
自
主
創
新
〟
が
不

可
欠
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
中
国
政
府

は
、
本
稿
で
概
観
し
た
よ
う
な
多
く
の

政
策
を
実
施
し
、
そ
の
成
果
を
ア
ピ
ー

ル
し
て
い
る
。

　

確
か
に
、
輝
か
し
く
喧
伝
さ
れ
る
技

術
成
果
も
、
膨
大
に
投
入
さ
れ
る
Ｒ
＆

Ｄ
予
算
も
、
膨
大
に
出
願
さ
れ
る
特
許

も
、
そ
の
本
質
に
は
疑
わ
し
い
点
が
多

い
。
い
く
つ
か
の
指
標
に
つ
い
て
数
字

の
上
で
は
世
界
最
高
水
準
に
あ
っ
て

も
、
実
際
に
そ
の
科
学
技
術
が
世
界
最

高
水
準
に
達
し
て
い
る
と
は
言
い
難
い

面
も
あ
る
。
し
か
し
一
方
で
、
ま
が
り

な
り
に
も
有
人
宇
宙
飛
行
を
成
功
さ

せ
、
世
界
最
高
速
度
で
新
幹
線
を
走
ら

せ
、
質
は
と
も
か
く
特
許
出
願
件
数
を

世
界
で
一
番
増
加
さ
せ
て
い
る
の
が
現

在
の
中
国
で
あ
る
。
中
国
が
日
本
や
欧

米
に
肩
を
並
べ
、
世
界
に
技
術
を
売
る

こ
と
で
稼
ぐ
ほ
ど
の
科
学
技
術
大
国
に

な
る
に
は
一
定
の
時
間
が
か
か
り
そ
う

だ
が
、
振
り
返
る
と
そ
こ
ま
で
来
て
い

る
の
も
事
実
で
あ
る
。

　

中
国
企
業
が
よ
り
強
固
な
科
学
技
術

競
争
力
を
得
れ
ば
、
懸
念
材
料
と
し
て

指
摘
さ
れ
る
自
国
企
業
保
護
政
策
も
ま

す
ま
す
エ
ス
カ
レ
ー
ト
す
る
可
能
性
が

あ
る
。
ま
た
、
こ
れ
ま
で
国
際
世
論
の

圧
力
に
押
さ
れ
、
知
的
財
産
権
の
侵
害

と
し
て
自
国
企
業
を
取
り
締
ま
り
、
敗

訴
さ
せ
て
き
た
中
国
政
府
は
、
自
国
企

業
が
確
固
た
る
知
的
財
産
権
を
獲
得
す

る
や
、
反
動
で
一
斉
に
外
国
企
業
を
締

め
出
そ
う
と
す
る
か
も
し
れ
な
い
。
日

本
企
業
の
知
的
財
産
関
連
業
務
の
担
当

者
の
多
く
は
口
を
揃
え
る
。「
今
で
こ

そ
権
利
侵
害
行
為
が
問
題
視
さ
れ
て
い

る
が
、
ニ
セ
モ
ノ
を
作
っ
て
い
る
う
ち

は
ま
だ
良
い
。
我
々
日
本
企
業
に
と
っ

て
の
本
当
の
驚
異
は
、
中
国
が
独
自
技

術
を
身
に
つ
け
て
ニ
セ
モ
ノ
を
作
ら
な

く
な
っ
た
時
だ
」
と
。

　

日
本
の
産
業
が
高
い
技
術
を
持
ち
な

が
ら
世
界
で
の
競
争
力
を
失
い
つ
つ
あ

る
の
は
、
こ
れ
ま
で
生
み
出
し
て
き
た

技
術
に
固
執
し
、革
新（
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
）
で
な
く
、
改
良
（
イ
ン
プ
ル
ー
ブ

メ
ン
ト
）
に
留
ま
っ
て
い
る
か
ら
だ
と

言
わ
れ
る
。「〝
自
主
創
新
〟
が
求
め
ら

れ
る
の
は
、
む
し
ろ
日
本
の
方
だ
」
と

の
声
も
聞
く
。
先
進
諸
国
は
、「
中
国

の
科
学
技
術
が
そ
れ
ほ
ど
急
速
に
発
展

す
る
は
ず
が
な
い
」
と
レ
ッ
テ
ル
を
貼

り
、
過
小
評
価
を
続
け
て
い
る
と
、
近

い
将
来
、
中
国
に
支
払
う
ラ
イ
セ
ン
ス

料
に
苦
し
む
こ
と
に
な
り
か
ね
な
い
。

〝
自
主
創
新
〟
を
達
成
し
得
る
で
あ
ろ

う
中
国
を
冷
静
に
受
け
入
れ
、
驚
異
だ

と
し
て
過
剰
に
騒
ぎ
立
て
る
ば
か
り
で

は
な
く
、
科
学
技
術
の
分
野
で
も
真
に

適
正
な
国
際
分
業
体
制
を
構
築
す
べ

く
、
自
国
の
科
学
技
術
振
興
の
あ
り
方

を
見
つ
め
直
す
こ
と
が
、
先
進
諸
国
に

も
求
め
ら
れ
て
い
る
と
言
え
よ
う
。

（
も
り
な
が　

ま
さ
ひ
ろ
／
ア
ジ
ア
経
済

研
究
所　

研
究
企
画
課
）

《
注
》

⑴�

特
許
協
力
条
約
（Patent Cooper-

ation Treaty

）
を
活
用
し
た
国
際

特
許
出
願
。
こ
の
出
願
に
よ
り
全
て

の
Ｐ
Ｃ
Ｔ
加
盟
国
へ
出
願
し
た
と
見

な
さ
れ
る
。




